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多様化するデジタル広告市場
～自社が持つ顧客データの有効活用が鍵に～
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1.広告市場は年後半にかけて拡大へ

2.新たに広告事業へ参入する企業が増加

3.動画配信サービスが「広告型動画配信」を開始

4. テレビ広告の予算は「コネクテッドTV」に移行

5.存在感が高まる「リテールメディア」

主な「広告型動画配信・コネクテッドTV」関連銘柄（日米）

主な「リテールメディア」関連銘柄（日米）
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1.広告市場は年後半にかけて拡大へ

世界的に広告市場拡大への期待が高まっている。4-6月期
決算発表では、検索大手グーグルを傘下に持つアルファ
ベットの広告事業が3四半期ぶりに増収に転じたことに加え
て、SNS大手のメタ・プラットフォームズは7-9月期も売上
加速を示唆した。また、コカ･コーラやプロクター＆ギャン
ブル（P&G）などは、広告支出が今年下半期に増加する見
通しを示している。広告市場は拡大を続け、2025年には
8,000億ドル近くに上る見通しである。

2. 新たに広告事業へ参入する企業が増加

世界的なパンデミックやインフレ、サプライチェーンの
混乱など、予測困難な状況が続いたことで、マーケティン
グ担当者は広告活動において、よりデータを重視する傾向
が高まっている。一方で、規制などにより、サード･パー
ティ･データ（インターネット上で第三者が収集した外部
データ）の利用が制限され、横断的な分析が難しくなって
いる状況だ。

こうしたなか、自社の顧客から直接収集したデータを活
用し、自社プラットフォーム上で、広告サービスを展開す
る企業が増加している。今後デジタル広告媒体はより多様
化すると見られ、より費用対効果の高い広告媒体を手掛け
る企業が勝ち組となろう。特に成長性が高い「動画広告」
と「リテールメディア（小売り企業）」について考察して
いきたい。
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出所：Statistaのデータをもとに岡三証券作成
2023年以降は予想値 23年6月時点

＜広告に利用されるデータの分類＞

＜世界：広告市場の推移＞
（億ドル）

作成：岡三証券
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3.動画配信サービスが「広告型動画配信」を開始

動画配信サービスでは、ネットフリックスやウォルト・
ディズニーが、これまでの広告なしのサブスクリプション
モデルから、広告付きで低価格で提供する「広告型動画配
信」を開始している。安くなるのであれば広告がついても
良いという利用者は米国で6割を超えており、ユーザー数の
拡大に応じて、広告出稿がさらに増加していこう。両社は
アカウント共有の取り締まりの方針も示している。アカウ
ント毎の属性（視聴履歴、位置情報など）をより正確に分
類することで、広告主側にとって費用対効果の高い広告媒
体となりそうだ。

4.テレビ広告の予算は「コネクテッドTV」に移行

動画視聴の広告媒体ではインターネットに接続可能な
「コネクテッドTV」が有望視されている。コネクテッドTV
は映画やドラマの見逃し配信だけでなく、音楽ライブやス
ポーツイベントなど大画面で視聴したいという需要を取り
込んでいる。テレビ向け広告の予算はコネクテッドTV広告
に移行すると見られ、米国のコネクテッドTV広告市場は
2022年から2027年にかけて年平均15％の高成長が見込まれ
ている。

日本ではW杯や高校野球の甲子園大会をリアルタイムで
無料で見ることができるネットテレビ『ABEMA』に加え
て、民放キー局と広告各社が出資し、各社のドラマやバラ
エティ等が視聴可能な『TVer』の存在感が高まっている。
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米国、年齢層別の動画視聴時の
収益オプションについて

＜米国、コネクテッドTV広告市場の推移＞

出所：Statistaのデータをもとに岡三証券作成
2023年以降は予想値 23年5月時点

Statistaのデータを基に岡三証券作成
22年9/24～9/25 18歳以上の27436人の回答
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5.存在感が高まる「リテールメディア」

存在感を増しているのが「リテールメディア」だ。小売
企業が自社で展開するウェブサイトやアプリ、店舗を広告
媒体として、保有する購買データなどを利用して効果的に
広告を配信する仕組みを指す。例えば、ECサイトで特定商
品を検索した場合、関連する商品を提供する広告主の広告
が表示される。最大手のアマゾン･ドット･コムの広告サー
ビス事業の売上高は4-6月期に前年同期比22％増となり、全
事業の8％まで拡大した。米国のリテールメディア広告費は
2027年にかけて毎年加速して増加することが見込まれてお
り、2027年末までに米国デジタル広告支出の4分の1以上を
占めるようになる見通し。

また、リテールメディアは、実店舗に展開できる点も強
みだ。新型コロナが終息し、店舗へ客足が戻るようになっ
てからスーパーやコンビニ、ドラッグストアでは、店舗内
の壁や商品棚の上にディスプレイを設置するデジタルサイ
ネージを強化する動きが加速した。実際の商品がそこにあ
ることに加え、時間帯や天候、顧客行動に基づいたターゲ
ティング広告を展開できる。また、アプリを通じた、デジ
タルクーポンやSNSやメールなどのメッセージ広告の導入
も進んでいる。

リテールメディアは、本業の小売りよりも利益率が高い
とされる。豊富な販売データを利用することで企業業績が
大きく拡大することが期待されよう。

3

＜米国、リテールメディア広告費の推移＞

＜小売企業が採用しているメディア収益化手法＞

Statistaのデータを基に岡三証券作成
全て予想値 2023年4月時点
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出所：各種資料 作成：岡三証券

主な「広告型動画配信･コネクテッドTV」関連銘柄

ティッカー 銘柄（米） 内容

GOOGL アルファベット A コネクテッドTVのYouTubeは米国で1.5億人以上が視聴。30秒のスキップ不可広告を導入した

NFLX ネットフリックス 米国では22年11月に広告付き低価格プランを開始。半面、23年7月に広告なし最安プランを廃止した

DIS ウォルト・ディズニー 22年12月に米国で広告付き低価格プランを開始。23年11月から一部欧州地域とカナダでも開始予定

ROKU ロク A コネクテッドTV向けプラットフォームを提供。独自のCM付き無料チャンネル「The Roku Channel」も持つ

コード 銘柄（日） 内容

4751 サイバエージ ABEMAのWAU（1週間当たりの利用者数）は右肩上がりで、23年5月と7月に2,000万人を超えた

4293 セプテーニHD デジタルマーケティング支援を手掛ける。Tverで2年連続となる最優秀セールス賞を受賞

4324 電通G 23年6月に動画広告などの中長期的な効果を予測できる指標「ナーチャリングスコア」を発表

6094 フリークアウト マーケティングテクノロジー企業。23年8月からユーチューバーのマネジメント会社UUUMのTOBを実施
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出所：各種資料 作成：岡三証券

主な「リテールメディア」関連銘柄

ティッカー 銘柄（米） 内容

AMZN アマゾン・ドット・コム 22/12期通期の広告売上高は377億ドル（約5兆円）を超え、先行するアルファベットやメタを猛追

WMT ウォルマート 小売業の近代化モデルを牽引。21年1月末にデジタル広告部門を「ウォルマートコネクト」として再編した

KR クローガー 小売大手。23年5月にデジタルサイネージを手掛ける「Cooler Screens社」との提携を拡大

BBY ベスト・バイ 家電大手。22年1月から米国で広告事業を開始。23年5月にはカナダ子会社に事業を拡大した

TTD トレード・デスク　A デジタル広告配信プラットフォームを手掛ける。ウォルマートなど幅広い小売店と提携している

コード 銘柄（日） 内容

3382 7&I-HD 22年9月に「リテールメディア推進部」を新設。自社アプリで、デジタル広告配信や、クーポンを配布する

3391 ツルハHD 23年6月にスマホ決済サービスを導入。マーケティング・販促から決済までの流れを構築する

4755 楽天G 22年9月に運用型広告プラットフォーム「RMP - Connect」の提供を開始した

8001 伊藤忠 子会社ファミマの店内にデジタルサイネージを設置した店舗を年内に1万店に拡大へ（23年6月末：4,600店）

2433 博報堂DY 23年4月にグループ横断型のリテールメディア支援プロジェクトを発足した
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・本レポートは、投資判断の参考となる情報提供のみを目的として作成されたものであり、個々の投資家の特定の投資目的、または要望を考慮しているものではありません。
また、本レポート中の記載内容、数値、図表等は、本レポート作成時点のものであり、事前の連絡なしに変更される場合があります。なお、本レポートに記載されたいかな
る内容も、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。投資に関する最終決定は投資家ご自身の判断と責任でなされるようお願いします。

・本レポートは、岡三証券が信頼できると判断した情報源からの情報に基づいて作成されたものですが、その情報の正確性、安全性を保証するものではありません。企業
が過去の業績を訂正する等により、過去に言及した数値等を修正することがありますが、岡三証券がその責を負うものではありません。

・岡三証券及びその関係会社、役職員が、本レポートに記されている有価証券について、自己売買または委託売買取引を行う場合があります。岡三証券の大量保有報告
書の提出状況については、岡三証券のホームページ(https://www.okasan.co.jp/)をご参照ください。

地域別の開示事項
【日本】

○金融商品は、個別の金融商品ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なります。金融商品取引のご契約にあたっては、あらかじめ当該契約
の「契約締結前交付書面」（もしくは目論見書及びその補完書面）または「上場有価証券等書面」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

＜有価証券や金銭のお預かりについて＞

株式、優先出資証券等を当社の口座へお預かりする場合は、口座管理料をいただきません。外国証券（円建て債券および国内の金融商品取引所に上場されている海外
ETFを除きます。）をお預かりする場合には、1年間に3,300円（税込み）の口座管理料をいただきます。ただし、電子交付サービスを契約している場合には、口座管理料は1

年間に2,640円（税込み）とします。なお、当社が定める条件を満たした場合は外国証券の口座管理料を無料といたします。上記以外の有価証券や金銭のお預かりについて
は料金をいただきません。証券保管振替機構を通じて他社へ株式等を口座振替する場合には、口座振替する数量に応じて、1銘柄あたり6,600円（税込み）を上限として口
座振替手続料をいただきます。
お取引にあたっては「金銭・有価証券の預託、記帳及び振替に関する契約のご説明」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

＜株式＞
・株式（株式・ETF・J-REITなど）の売買取引には、約定代金（単価×数量）に対し、最大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は最大2,750円（税込み））の

売買手数料をいただきます。ただし、株式累積投資は一律1.265％（税込み）の売買手数料となります。国内株式を募集等により購入いただく場合は、購入対価のみをお
支払いいただきます。

・外国株式の海外委託取引には、約定代金に対し、最大1.375%（税込み）の売買手数料をいただきます。外国株式の国内店頭（仕切り）取引では、お客様の購入および売
却の単価を当社が提示します。この場合、約定代金に対し、別途の手数料および諸費用はかかりません。

※外国証券の外国取引にあたっては、外国金融商品市場等における売買手数料および公租公課その他の賦課金が発生します（外国取引に係る現地諸費用の額は、その
時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、その合計金額等をあらかじめ記載することはできません）。外国株式を募集等により購入いただく場合は、購入
対価のみをお支払いいただきます。

・株式は、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による株価の変動によって損失が生じるおそれがあります。
・株式は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、株価が変動することによって損失が生じるおそれがあります。
・また、外国株式については、為替相場の変動によって、売却後に円換算した場合の額が下落することによって損失が生じるおそれがあります。
・REITは、運用する不動産の価格や収益力の変動、発行者である投資法人の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により価格や分配金が変動

し、損失が生じるおそれがあります。

＜債券＞
・債券を募集・売出し等により、または当社との相対取引により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。
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・債券は、金利水準、株式相場、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による債券価格の変動によって損失が生じるおそれがあります。

・債券は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、債券価格が変動することによって損失が発生するおそれがあり、また、
元本や利子の支払いの停滞もしくは支払い不能の発生または特約による元本の削減等のおそれがあります。

・金融機関が発行する債券は、信用状況の悪化により本拠所在地国の破綻処理制度が適用され、債権順位に従って元本や利子の削減や株式への転換等が行われる可能性
があります。ただし、適用される制度は発行体の本拠所在地国により異なり、また今後変更される可能性があります。

＜個人向け国債＞
・個人向け国債を募集により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。個人向け国債を中途換金する際は、次の計算によって算出される中途換金調整額

が、売却される額面金額に経過利子を加えた金額より差し引かれます（直前2回分の各利子（税引前）相当額×0.79685）。
・個人向け国債は、安全性の高い金融商品でありますが、発行体である日本国政府の信用状況の悪化等により、元本や利子の支払いが滞ったり、支払い不能が生じるおそれ

があります。

＜転換社債型新株予約権付社債（転換社債）＞
国内市場上場転換社債の売買取引には、約定代金に対し、最大1.10%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は2,750円（税込み））の売買手数料をいただきます。

転換社債を募集等によりご購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。転換社債は転換もしくは新株予約権の行使対象株式の価格下落や金利変動等による
転換社債価格の下落により損失が生じるおそれがあります。また、外貨建て転換社債は、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

＜投資信託＞
・投資信託のお申込みにあたっては、銘柄ごとに設定された費用をご負担いただきます。

お申込時に直接ご負担いただく費用：お申込手数料（お申込金額に対して最大3.85％（税込み））
保有期間中に間接的にご負担いただく費用：信託報酬（信託財産の純資産総額に対して最大年率2.254％（税込み））
換金時に直接ご負担いただく費用：信託財産留保金（換金時に適用される基準価額に対して最大0.5％）
その他の費用：監査報酬、有価証券等の売買にかかる手数料、資産を外国で保管する場合の費用等が必要となり、商品ごとに費用は異なります。お客様にご負担いただく
費用の総額は、投資信託を保有される期間等に応じて異なりますので、記載することができません（外国投資信託の場合も同様です）。

・投資信託は、国内外の株式や債券等の金融商品に投資する商品ですので、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による、対象組入れ有価証券
の価格の変動によって基準価額が下落することにより、損失が生じるおそれがあります。

・投資信託は、組入れた有価証券の発行者(或いは、受益証券に対する保証が付いている場合はその保証会社)の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変
化等による、対象組入れ有価証券の価格の変動によって基準価額が変動することにより、損失が生じるおそれがあります。

・上記記載の手数料等の費用の最大値は、今後変更される場合があります。

＜信用取引＞
信用取引には、約定代金に対し、最大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は最大2,750円（税込み））の売買手数料、管理費および権利処理手数料をいた

だきます。また、買付けの場合、買付代金に対する金利を、売付けの場合、売付株券等に対する貸株料および品貸料をいただきます。委託証拠金は、売買代金の30％以上で、
かつ300万円以上の額が必要です。信用取引では、委託証拠金の約3.3倍までのお取引を行うことができるため、株価の変動により委託証拠金の額を上回る損失が生じるおそ
れがあります。

○自然災害等不測の事態により金融商品取引市場が取引を行えない場合は売買執行が行えないことがあります。
○2037年12月までの間、復興特別所得税として、源泉徴収に係る所得税額に対して2.1％の付加税が課税されます。



岡三証券株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会

一般社団法人日本暗号資産取引業協会

【日本以外の地域における本レポートの配布】

本レポートは、参照情報の提供のみを目的としており、投資勧誘を目的としたものではありません。本レポートの受領者は、自身の投資リスクを考慮し、各国の法令、規則及
びルール等の適用を受ける可能性があることに注意する必要があります。地域によっては、本レポートの配布は法律もしくは規則によって禁じられております。本レポートは、
配布や発行、使用等をすることが法律に反したり、岡三証券に何らかの登録やライセンスの取得が要求される国や地域における国民や居住者に対する配布、使用等を目的と
したものではありません。

※本レポートは、岡三証券が発行するものです。本レポートの著作権は岡三証券に帰属し、その目的いかんを問わず無断で本レポートを複写、複製、配布することを禁じます。

（2023年1月改定）


